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議案第３９号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 平成30年度久喜市一般会計補正予算(第1号)について、地方自治法(昭和22年法

律第67号)第179条第1項の規定により、別紙のとおり専決処分したので、その承

認を求める。 

 

平成３０年５月１５日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一    
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専 決 処 分 書   
 次の事項について、地方自治法(昭和22年法律第67号)第179条第1項の規定によ

り、専決処分する。 

 

平成30年度久喜市一般会計補正予算(第1号) (別冊) 

 

  平成３０年４月１０日 

 

久喜市長  田  中  暄  二 



３ 

議案第４０号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 久喜市税条例(平成22年久喜市条例第61号)の一部を改正する条例について、地

方自治法(昭和22年法律第67号)第179条第1項の規定により、別紙のとおり専決処

分したので、その承認を求める。 

 

平成３０年５月１５日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一    

 

提案理由 

 地方税法等の一部改正に伴い、緊急に久喜市税条例を改正する必要が生じ専決

処分したので、地方自治法第179条第3項の規定により、この案を提出するもので

あります。 
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専 決 処 分 書   
 次の事項について、地方自治法(昭和22年法律第67号)第179条第1項の規定によ

り、専決処分する。 

 

久喜市税条例の一部を改正する条例(別紙) 

 

  平成３０年３月３１日 

 

久喜市長  田  中  暄  二 
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久喜市税条例の一部を改正する条例 

 

久喜市税条例(平成22年久喜市条例第61号)の一部を次のように改正する。 

第20条中「第48条第3項」を「第48条第5項」に、「第52条」を「第52条第1項

及び第4項」に、「及び」を「並びに」に改める。 

第24条第1項中「によって」を「により」に改める。 

第31条第2項中「当該」を「同表の」に改める。 

第36条の2第2項中「によって」を「により」に、「第2条第2項ただし書」を

「第2条第4項ただし書」に改め、同条第4項中「によって」を「により」に、

「においては」を「には」に改め、同条第5項中「によって」を「により」に、

「においては」を「には」に、「、第1項」を「、同項」に改め、同条第6項から

第8項までの規定中「においては」を「には」に、「の者」を「に掲げる者」に

改める。 

第47条の3中「(以下この節」を「(次条第1項」に改める。 

第47条の5第1項中「においては」を「には」に、「以下この節」を「次条第2

項」に改め、同条第3項中「第47条の5第1項」と」の次に「、「の特別徴収義務

者」とあるのは「(同項に規定する年金所得に係る仮特別徴収税額をいう。以下

同じ。)の特別徴収義務者」と」を加える。 

第48条第7項中「第52条第2項」を「第52条第4項」に改め、同項を同条第9項と

し、同条第6項を同条第8項とし、同条第5項中「第3項の場合」を「第5項の場

合」に改め、同項を同条第7項とし、同条第4項を同条第6項とし、同条第3項中

「第5項第1号」を「第7項第1号」に改め、同項を同条第5項とし、同条第2項中

「法の施行地に本店若しくは主たる事務所若しくは事業所を有する法人」を「内

国法人」に、「第321条の8第24項」を「第321条の8第26項」に、「前項」を「第

1項」に改め、同項を同条第4項とし、同条第1項の次に次の2項を加える。 

2 法の施行地に本店又は主たる事務所若しくは事業所を有する法人(以下この条

において「内国法人」という。)が、租税特別措置法第66条の7第4項及び第10

項又は第68条の91第4項及び第10項の規定の適用を受ける場合には、法第321条

の8第24項及び令第48条の12の2に規定するところにより、控除すべき額を前項

の規定により申告納付すべき法人税割額から控除する。 

3 内国法人が、租税特別措置法第66条の9の3第4項及び第10項又は第68条の93の

3第4項及び第10項の規定の適用を受ける場合には、法第321条の8第25項及び令

第48条の12の3に規定するところにより、控除すべき額を第1項の規定により申

告納付すべき法人税割額から控除する。 

第52条第1項及び第2項中「によって」を「により」に改め、同項を同条第4項

とし、同条第1項の次に次の2項を加える。 
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2 第48条第7項の規定は、前項の延滞金額について準用する。この場合において、

同条第7項中「前項の規定にかかわらず、次に掲げる期間(詐偽その他不正の行

為により市民税を免れた法人が法第321条の11第1項又は第3項の規定による更

正があるべきことを予知して提出した修正申告書に係る市民税又は令第48条の

16の2第3項に規定する市民税にあっては、第1号に掲げる期間に限る。)」とあ

るのは、「当該当初申告書の提出により納付すべき税額の納付があった日(そ

の日が第52条第1項の法人税額の課税標準の算定期間の末日の翌日以後2月を経

過した日より前である場合には、同日)から第52条第1項の申告書の提出期限ま

での期間」と読み替えるものとする。 

3 第50条第4項の規定は、第1項の延滞金額について準用する。この場合におい

て、同条第4項中「前項の規定にかかわらず、次に掲げる期間(詐偽その他不正

の行為により市民税を免れた法人についてされた当該増額更正により納付すべ

き市民税又は令第48条の15の5第4項に規定する市民税にあっては、第1号に掲

げる期間に限る。)」とあるのは、「当該当初申告書の提出により納付すべき

税額の納付があった日(その日が第52条第1項の法人税額の課税標準の算定期間

の末日の翌日以後2月を経過した日より前である場合には、同日)から同条第1

項の申告書の提出期限までの期間」と読み替えるものとする。 

第52条に次の2項を加える。 

5 第48条第7項の規定は、前項の延滞金額について準用する。この場合において、

同条第7項中「前項の規定にかかわらず、次に掲げる期間(詐偽その他不正の行

為により市民税を免れた法人が法第321条の11第1項又は第3項の規定による更

正があるべきことを予知して提出した修正申告書に係る市民税又は令第48条の

16の2第3項に規定する市民税にあっては、第1号に掲げる期間に限る。)」とあ

るのは、「当該当初申告書の提出により納付すべき税額の納付があった日(そ

の日が第52条第4項の連結法人税額の課税標準の算定期間の末日の翌日以後2月

を経過した日より前である場合には、同日)から第52条第4項の申告書の提出期

限までの期間」と読み替えるものとする。 

6 第50条第4項の規定は、第4項の延滞金額について準用する。この場合におい

て、同条第4項中「前項の規定にかかわらず、次に掲げる期間(詐偽その他不正

の行為により市民税を免れた法人についてされた当該増額更正により納付すべ

き市民税又は令第48条の15の5第4項に規定する市民税にあっては、第1号に掲

げる期間に限る。)」とあるのは、「当該当初申告書の提出により納付すべき

税額の納付があった日(その日が第52条第4項の連結法人税額の課税標準の算定

期間の末日の翌日以後2月を経過した日より前である場合には、同日)から同条

第4項の申告書の提出期限までの期間」と読み替えるものとする。 

第53条の7中「第2条第2項ただし書」を「第2条第4項ただし書」に改める。 



７ 

第54条第7項中「第10条の2の10」を「第10条の2の12」に改める。 

附則第3条の2第1項中「第48条第3項」を「第48条第5項」に改め、同条第2項中

「第52条」を「第52条第1項及び第4項」に、「同条」を「これら」に改める。 

附則第4条第1項中「第52条に」を「第52条第1項及び第4項に」に、「同項」を

「前条第2項」に、「同条」を「これらの規定」に改める。 

附則第10条の3第3項を削り、同条第4項中「附則第15条の8第3項」を「附則第

15条の8第1項」に改め、同項第2号中「附則第12条第17項」を「附則第12条第8

項」に改め、同項を同条第3項とし、同条第5項中「附則第15条の8第4項」を「附

則第15条の8第2項」に、「附則第12条第21項第1号ロ」を「附則第12条第12項第1

号ロ」に改め、同項を同条第4項とし、同条第6項中「附則第15条の8第5項」を

「附則第15条の8第3項」に改め、同項第2号中「附則第12条第24項」を「附則第

12条第15項」に、「同条第17項」を「同条第8項」に改め、同項を同条第5項とし、

同条第7項中「附則第12条第26項」を「附則第12条第17項」に改め、同項を同条

第6項とし、同条第8項中「附則第7条第9項各号」を「附則第7条第8項各号」に改

め、同項第4号中「附則第12条第30項」を「附則第12条第21項」に改め、同項第6

号中「附則第12条第31項」を「附則第12条第22項」に改め、同項を同条第7項と

し、同条第9項中「附則第7条第10項各号」を「附則第7条第9項各号」に改め、同

項第5号中「附則第12条第38項」を「附則第12条第29項」に改め、同項を同条第8

項とし、同条第10項中「附則第7条第11項各号」を「附則第7条第10項各号」に改

め、同項を同条第9項とし、同条第11項中「附則第7条第12項各号」を「附則第7

条第11項各号」に改め、同項第5号中「附則第12条第38項」を「附則第12条第29

項」に改め、同項を同条第10項とし、同条第12項各号列記以外の部分中「附則第

7条第14項」を「附則第7条第13項」に、「附則第12条第26項」を「附則第12条第

17項」に改め、同項第5号中「附則第7条第14項」を「附則第7条第13項」に改め、

同項を同条第11項とし、同条に次の1項を加える。 

12 法附則第15条の11第1項の改修実演芸術公演施設について、同項の規定の適

用を受けようとする者は、同項に規定する利便性等向上改修工事が完了した日

から3月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に高齢者、障害者等の移動

等の円滑化の促進に関する法律施行規則(平成18年国土交通省令第110号)第10

条第2項に規定する通知書の写し及び主として劇場、音楽堂等の活性化に関す

る法律(平成24年法律第49号)第2条第2項に規定する実演芸術の公演の用に供す

る施設である旨を証する書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号(個人番号又

は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称) 

(2) 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 

(3) 家屋が高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令(平
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成18年政令第379号)第5条第3号に規定する劇場若しくは演芸場又は同条第4

号に規定する集会場若しくは公会堂のいずれに該当するかの別 

(4) 家屋の建築年月日及び登記年月日 

(5) 利便性等向上改修工事が完了した年月日 

(6) 利便性等向上改修工事が完了した日から3月を経過した後に申告書を提出

する場合には、3月以内に提出することができなかった理由 

附則第11条の見出し中「平成27年度から平成29年度まで」を「平成30年度から

平成32年度まで」に改め、同条第6号中「にあっては」を「には」に改める。 

附則第11条の2の見出し中「平成28年度又は平成29年度」を「平成31年度又は

平成32年度」に改め、同条第1項中「平成28年度分又は平成29年度分」を「平成

31年度分又は平成32年度分」に改め、同条第2項中「平成28年度適用土地」を

「平成31年度適用土地」に、「平成28年度類似適用土地」を「平成31年度類似適

用土地」に、「平成29年度分」を「平成32年度分」に改める。 

附則第12条の見出し及び同条第1項中「平成27年度から平成29年度まで」を

「平成30年度から平成32年度まで」に改め、同条第2項及び第3項中「平成27年度

から平成29年度まで」を「平成30年度から平成32年度まで」に、「にあっては」

を「には」に改め、同条第4項中「平成27年度から平成29年度まで」を「平成30

年度から平成32年度まで」に、「当該課税標準額」を「前年度分の固定資産税の

課税標準額」に改め、同条第5項中「平成27年度から平成29年度まで」を「平成

30年度から平成32年度まで」に改める。 

附則第13条(見出しを含む。)中「平成27年度から平成29年度まで」を「平成30

年度から平成32年度まで」に改める。 

附則第13条の3第1項中「平成27年度から平成29年度まで」を「平成30年度から

平成32年度まで」に改め、同条第2項中「平成27年度から平成29年度まで」を

「平成30年度から平成32年度まで」に、「にあっては」を「には」に改める。 

附則第15条第1項中「平成27年度から平成29年度まで」を「平成30年度から平

成32年度まで」に改め、同条第2項中「平成30年3月31日」を「平成33年3月31

日」に改める。 

 

附 則 

(施行期日) 

第1条 この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

(市民税に関する経過措置) 

第2条 改正後の市税条例(次条第1項において「新条例」という。)第52条第2項、

第3項、第5項及び第6項の規定は、平成29年1月1日以後に同条第1項又は第4項

の申告書の提出期限が到来する法人の市民税に係る延滞金について適用する。 
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(固定資産税に関する経過措置) 

第3条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分

は、平成30年度以後の年度分の固定資産税について適用し、平成29年度分まで

の固定資産税については、なお従前の例による。 

2 平成27年4月1日から平成30年3月31日までの間に新築された旧法附則第15条の

8第2項に規定する貸家住宅の敷地の用に供する土地のうち同項に規定する旧農

地に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 
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議案第４１号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 久喜市都市計画税条例(平成22年久喜市条例第63号)の一部を改正する条例につ

いて、地方自治法(昭和22年法律第67号)第179条第1項の規定により、別紙のとお

り専決処分したので、その承認を求める。 

 

平成３０年５月１５日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一    

 

提案理由 

 地方税法等の一部改正に伴い、緊急に久喜市都市計画税条例を改正する必要が

生じ専決処分したので、地方自治法第179条第3項の規定により、この案を提出す

るものであります。 
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専 決 処 分 書   
 次の事項について、地方自治法(昭和22年法律第67号)第179条第1項の規定によ

り、専決処分する。 

 

久喜市都市計画税条例の一部を改正する条例(別紙) 

 

  平成３０年３月３１日 

 

久喜市長  田  中  暄  二 
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久喜市都市計画税条例の一部を改正する条例 

 

久喜市都市計画税条例(平成22年久喜市条例第63号)の一部を次のように改正す

る。 

附則中第23項を第24項とし、第18項から第22項までを1項ずつ繰り下げる。 

附則第17項中「第17項」の次に「、第18項、第20項」を加え、「若しくは第45

項」を「、第45項若しくは第48項」に改め、同項を附則第18項とする。 

附則第16項中「附則第6項及び第8項」を「附則第7項及び第9項」に、「附則第

6項及び第9項」を「附則第7項及び第10項」に、「附則第7項、第9項及び第10

項」を「附則第8項、第10項及び第11項」に、「附則第9項から第11項まで」を

「附則第10項から第12項まで」に、「附則第11項」を「附則第12項」に、「附則

第12項から第14項まで」を「附則第13項から第15項まで」に、「附則第13項」を

「附則第14項」に改め、同項を附則第17項とし、附則第15項を附則第16項とする。 

附則第14項中「平成27年度から平成29年度まで」を「平成30年度から平成32年

度まで」に、「にあっては」を「には」に改め、同項を附則第15項とする。 

附則第13項中「平成27年度から平成29年度まで」を「平成30年度から平成32年

度まで」に改め、同項を附則第14項とし、附則第12項を附則第13項とする。 

附則第11項(見出しを含む。)中「平成27年度から平成29年度まで」を「平成30

年度から平成32年度まで」に改め、同項を附則第12項とする。 

附則第10項中「平成27年度から平成29年度まで」を「平成30年度から平成32年

度まで」に、「附則第6項」を「附則第7項」に改め、同項を附則第11項とする。 

附則第9項中「平成27年度から平成29年度まで」を「平成30年度から平成32年

度まで」に、「附則第6項」を「附則第7項」に改め、同項を附則第10項とする。 

附則第8項中「附則第6項」を「附則第7項」に、「平成27年度から平成29年度

まで」を「平成30年度から平成32年度まで」に、「にあっては」を「には」に改

め、同項を附則第9項とする。 

附則第7項中「平成27年度から平成29年度まで」を「平成30年度から平成32年

度まで」に、「にあっては」を「には」に改め、同項を附則第8項とする。 

附則第6項の前の見出し及び同項中「平成27年度から平成29年度まで」を「平

成30年度から平成32年度まで」に改め、同項を附則第7項とし、附則第5項の次に

次の1項を加える。 

(改修実演芸術公演施設に対する都市計画税の減額の規定の適用を受けようと

する者がすべき申告) 

6 法附則第15条の11第1項の改修実演芸術公演施設について、同項の規定の適用

を受けようとする者は、同項に規定する利便性等向上改修工事が完了した日か

ら3月以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に高齢者、障害者等の移動等



１３ 

の円滑化の促進に関する法律施行規則(平成18年国土交通省令第110号)第10条

第2項に規定する通知書の写し及び主として劇場、音楽堂等の活性化に関する

法律(平成24年法律第49号)第2条第2項に規定する実演芸術の公演の用に供する

施設である旨を証する書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号(個人番号又

は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏名又は名称) 

(2) 家屋の所在、家屋番号、種類、構造及び床面積 

(3) 家屋が高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令(平

成18年政令第379号)第5条第3号に規定する劇場若しくは演芸場又は同条第4

号に規定する集会場若しくは公会堂のいずれに該当するかの別 

(4) 家屋の建築年月日及び登記年月日 

(5) 利便性等向上改修工事が完了した年月日 

(6) 利便性等向上改修工事が完了した日から3月を経過した後に申告書を提出

する場合には、3月以内に提出することができなかった理由 

 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、平成30年4月1日から施行する。ただし、附則第17項の改正規

定(「若しくは第45項」を「、第45項若しくは第48項」に改める部分に限

る。)は、都市再生特別措置法等の一部を改正する法律(平成30年法律第22

号)の施行の日から施行する。 

(経過措置) 

2 この条例による改正後の久喜市都市計画税条例の規定は、平成30年度以後

の年度分の都市計画税について適用し、平成29年度分までの都市計画税につ

いては、なお従前の例による。 



１４ 

議案第４２号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 久喜市国民健康保険税条例(平成22年久喜市条例第64号)の一部を改正する条例

について、地方自治法(昭和22年法律第67号)第179条第1項の規定により、別紙の

とおり専決処分したので、その承認を求める。 

 

平成３０年５月１５日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一    

 

提案理由 

 地方税法等の一部改正に伴い、緊急に久喜市国民健康保険税条例を改正する必

要が生じ専決処分したので、地方自治法第179条第3項の規定により、この案を提

出するものであります。 



１５ 

専 決 処 分 書   
 次の事項について、地方自治法(昭和22年法律第67号)第179条第1項の規定によ

り、専決処分する。  
   久喜市国民健康保険税条例の一部を改正する条例(別紙) 

 

  平成３０年３月３１日 

 

久喜市長  田  中  暄  二 



１６ 

久喜市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

 久喜市国民健康保険税条例(平成22年久喜市条例第64号)の一部を次のように改

正する。 

 第20条第2号中「27万」を「27万5,000円」に改め、同条第3号中「49万円」を

「50万円」に改める。 

  

附 則 

(施行期日) 

第1条 この条例は、平成30年4月1日から施行する。 

 (適用区分) 

第2条 この条例による改正後の久喜市国民健康保険税条例の規定は、平成30年

度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、平成29年度分までの国民健

康保険税については、なお従前の例による。 



 

１７ 

報告第１号 

 

   建設改良費の繰越額の報告について 

 

 地方公営企業法(昭和27年法律第292号)第26条第3項の規定により、平成29年度

久喜市水道事業会計予算建設改良費の繰越額を、別紙のとおり報告する。 

 

  平成３０年５月１５日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一 

 



左の財源内訳

損益勘定
留保資金

円 円 円 円 円 円

1 資本的支出 1 建設改良費 施設整備事業 1,090,580,000 802,618,959 222,235,000 222,235,000 65,726,041 0
材料製作に期間を要するため
等

翌年度繰越額 不 用 額

平成２９年度久喜市水道事業会計予算繰越計算書

款

翌年度繰越額に
係る繰越を要す
るたな卸資産の
購入限度額ｗｗ

説 明項 事 業 名 予算計上額 支払義務発生額

地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

１８　　　　　　□



 

１９ 

報告第２号 

 

   継続費逓次繰越額の報告について 

 

 地方公営企業法施行令(昭和27年政令第403号)第18条の2第1項の規定により、

平成29年度久喜市水道事業会計予算継続費の逓次繰越額を、別紙のとおり報告す

る。 

 

  平成３０年５月１５日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一 

 



翌年度逓次繰
越額に係る財
源内訳あああ

予算計上額
前年度逓次
繰 越 額

計
損 益 勘 定
留 保 資 金

円 円 円 円 円 円 円 円 円

1 資本的支出 1 建設改良費
佐間浄水場受変電設備
及び次亜注入設備更新
工事

412,560,000 278,478,000 0 278,478,000 234,252,000 44,226,000 44,226,000 44,226,000 0

平成２９年度継続費予算現額

平成２９年度久喜市水道事業会計継続費繰越計算書

事　　業　　名
支払義務発生
(見込)額

残 額
翌 年 度
逓 次
繰 越 額

翌年度逓次繰
越額に係る繰
越を要するた
な卸資産の購
入限度額ああ

継続費の総額項款

２０　　　　　　□



 

２１ 

報告第３号 

 

   建設改良費の繰越額の報告について 

 

 地方公営企業法(昭和27年法律第292号)第26条第3項の規定により、平成29年度

久喜市下水道事業会計予算建設改良費の繰越額を、別紙のとおり報告する。 

 

  平成３０年５月１５日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一 

 



国庫補助金 企業債
損益勘定
留保資金

円 円 円 円 円 円 円 円

汚水管渠建設改良事業 775,868,000 487,797,052 237,597,000 0 207,000,000 30,597,000 50,473,948 0
布設替工法の検討に期間を
要したため等

汚水ポンプ場建設改良
事業

78,345,000 11,934,000 65,400,000 31,000,000 31,100,000 3,300,000 1,011,000 0
入札不調による再入札のた
め等

1 1資本的支出 建設改良費

翌年度繰越額 不 用 額

平成２９年度久喜市下水道事業会計予算繰越計算書

款

翌年度繰越額
に係る繰越を
要するたな卸
資産の購入限
度額

説 明項 事 業 名 予算計上額 支払義務発生額

地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

左の財源内訳

２２　　　　　　□



 

２３ 

報告第４号 

 

   継続費逓次繰越額の報告について 

 

 地方公営企業法施行令(昭和27年政令第403号)第18条の2第1項の規定により、

平成29年度久喜市下水道事業会計予算継続費の逓次繰越額を、別紙のとおり報告

する。 

 

  平成３０年５月１５日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一 

 



翌年度逓次繰
越額に係る財
源内訳あああ

予算計上額
前年度逓次
繰 越 額

計
損 益 勘 定
留 保 資 金

円 円 円 円 円 円 円 円 円

1 資本的支出 1 建設改良費
吉羽雨水ポンプ場更新
工事

498,200,000 134,600,000 0 134,600,000 133,132,800 1,467,200 1,467,200 1,467,200 0

平成２９年度継続費予算現額

平成２９年度久喜市下水道事業会計継続費繰越計算書

事　　業　　名
支払義務発生
(見込)額

残 額
翌 年 度
逓 次
繰 越 額

翌年度逓次繰
越額に係る繰
越を要するた
な卸資産の購
入限度額ああ

継続費の総額項款

２４　　　　　　□



 

２５ 

報告第５号 

 

   第２次久喜市障がい者計画について 

 

 障害者基本法(昭和45年法律第84号)第11条第3項の規定に基づき、第2次久喜市

障がい者計画を定めたので、同条第8項の規定により、別冊のとおり報告する。 

 

  平成３０年５月１５日提出 

 

                 久喜市長  梅  田  修  一 
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